
札幌市自治基本条例（抄） 

平成１８年１０月３日条例第４１号 

 

（市民自治によるまちづくりに関する施策等の評価） 

第３１条 市は、市民自治によるまちづくりに関する施策又は制度がこの条例の趣旨に

沿って整備され、又は運用されているかどうかを評価し、必要な見直しを行うための

仕組みを整備しなければならない。 

２ 市は、前項の規定による評価に当たっては、市民の意見が適切に反映されるよう努

めなければならない。 

 

（この条例の見直し） 

第３２条 市は、５年を超えない期間ごとに、市民の意見を聴いたうえで、この条例の

規定について検討を加え、その結果に基づいて見直し等の必要な措置を講ずるものと

する。 

 

（市民自治推進会議） 

第３３条 前２条の規定による市民自治によるまちづくりに関する施策又は制度につい

ての評価及びこの条例の規定についての検討を行うため、札幌市市民自治推進会議（以

下「推進会議」という。）を置く。 

２ 推進会議は、委員７人以内をもって組織する。 

３ 委員は、学識経験者、公募した市民その他市長が適当と認める者のうちから市長が

委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、第２項の委員のほかに、推進会

議に臨時委員を置くことができる。 

７ 推進会議に、必要に応じ、部会を置くことができる。 

８ 前各項に定めるもののほか、推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が

定める。 



 札幌市市民自治推進会議規則 

平成２６年１０月６日札幌市規則第５２号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、札幌市自治基本条例（平成１８年条例第４１号）第３３条第８項

の規定に基づき、札幌市市民自治推進会議（以下「推進会議」という。）の組織及び

運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（座長） 

第２条 推進会議に座長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 座長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

３ 座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、あらかじめ座長の指名する委員

がその職務を代理する。 

（臨時委員） 

第３条 臨時委員は、学識経験を有する者その他市長が適当と認める者のうちから、市

長が委嘱する。 

２ 臨時委員は、その者の委嘱に係る特別の事項等に関する調査審議が終了したときは、

委嘱を解かれたものとみなす。 

（会議） 

第４条 推進会議の会議は、座長が招集する。 

２ 座長は、推進会議の会議の議長となる。 

３ 推進会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 推進会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

（意見の聴取等） 

第５条 推進会議は、必要があると認めるときは、関係者に対し、出席を求めて意見若

しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（部会） 

第６条 部会は、推進会議の議決により付議された事項について調査審議し、その経過

及び結果を推進会議に報告する。 

２ 部会は、座長の指名する委員及び臨時委員をもって組織する。 



３ 部会に部会長を置き、座長がこれを指名する。 

４ 部会長は、部会を代表し、部会の事務を総理する。 

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、部会に所属する委員のうち

から部会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

６ 前２条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、これらの規定

中「推進会議」とあるのは「部会」と、第４条第１項及び第２項中「座長」とあるの

は「部会長」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第７条 推進会議の庶務は、市民文化局において行う。 

   一部改正〔平成２８年規則２１号〕 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、座長が推

進会議に諮って定める。 

 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 第２条第１項及び第３項の規定にかかわらず、この規則の施行の際現に従前の推進

会議に相当する合議体の座長又はその職務を代理する委員である者は、それぞれこの

規則の施行の日に推進会議の座長又はその職務を代理する委員として定められ、又は

指名されたものとみなす。 

附 則（平成２８年規則第２１号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 


